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１．郵便貯金銀行の有する競争上の優位性
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【信用組合顧客層（個人・中小企業）の金融機関選択行動】：「信頼感」と「絆」

経営の健全性

ブランドイメージ
・伝統、歴史
・規模
・親しみやすさ

郵便貯金銀行

官営事業としての
発足経緯と歴史

多数のアクセスポ
イント（郵便局） 巨大な資金量

民営化＝国策
「失敗はありえない」

株式政府保有≒政府保証
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郵便貯金銀行：極めて大きな競争上の優位性を有する

特定郵便局を軸とし
た強固な人縁・地縁

全国展開している
ネットワーク



２．郵便貯金銀行の新規業務進出に係る懸念
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調達面

郵便貯金銀行の新規業務進出

流動性預金
預入限度額

廃止

定期性預金
預入限度額
拡大・廃止

個人向け
ローン

中小企業向け
ローン

メンバーシップ（地域・業域・職域）制＝経営の選択肢限定的
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運用面

調達手段が預金に限定される
信用組合にとって、預入限度
額の拡大・廃止は、脅威

組合員が対象となる、住宅ローン等
個人向けローン分野並びに、中小企業
向けのローン・事業融資分野への新た
な参入は、極めて大きな脅威



３．競争条件の対等性確保のために
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１００％政府保有
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全
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化

現状の業務範囲
新規業務進出は不可

自
由
競
争

政府株式保有期間中は、新規業務進出に一定の制限を設ける

暗黙の政府保証 政府の関与度合は
徐々に低減

段階的に市場売却
政府出資状況

政府の関与

市場評価低迷時の
なし崩し的業務拡大
を懸念
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上場準備期間 上 場 後



４．日本郵政株式会社グループとの協働について
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協 働 可 能 分 野（個別信用組合の経営判断）

郵便貯金銀行

郵便局会社

郵便保険会社 ○「簡保」の販売受託

○信託銀行業務における提携
○ＣＬＯ組成等証券化業務を通した提携
○プロパー貸の保証委託

○商品・サービス・諸届けの申込受付事務委託

郵便事業会社 ○集配金の委託

【地域経済の活性化のための協働】
○ミニ公募債の引受・販売
○ＰＦＩ等プロジェクトファイナンスへの参画
○事業再生ファンド・企業育成ファンドへの資金拠出


